
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

許 認 可 等 の 内 容 開発行為の変更の許可（特例を含む。） 

根 拠 法 令 及 び 条 項 都市計画法第３５条の２第１項（及び第４項） 

所 管 部 課 係 名 まちづくり未来部都市計画課開発指導係 

審

査

基

準 

関 係 条 項 

（変更の許可等） 

都市計画法第３５条の２ 

 開発許可を受けた者は、第３０条第１項各号に掲げる

事項の変更をしようとする場合においては、都道府県知

事の許可を受けなければならない。ただし、変更の許可

の申請に係る開発行為が、第２９条第１項の許可に係る

ものにあっては同項各号に掲げる開発行為、同条第２項

の許可に係るものにあっては同項の政令で定める規模未

満の開発行為若しくは同項各号に掲げる開発行為に該当

するとき、又は国土交通省令で定める軽微な変更をしよ

うとするときは、この限りでない。 

４ 第３１条の規定は変更後の開発行為に関する工事が

同条の国土交通省令で定める工事に該当する場合につ

いて、第３２条の規定は開発行為に関係がある公共施

設若しくは当該開発行為若しくは当該開発行為に関す

る工事により設置される公共施設に関する事項の変更

をしようとする場合又は同条の政令で定める者との協

議に係る開発行為に関する工事であって政令で定める

ものの変更をしようとする場合について、第３３条、

第３４条、前条及び第４１条の規定は第１項の規定に

よる許可について、第３４条の２の規定は第１項の規

定により国又は都道府県等が同項の許可を受けなけれ

ばならない場合について、第４７条第１項の規定は第

１項の規定による許可及び第３項の規定による届出に

ついて準用する。この場合において、第４７条第１項

中「次に掲げる事項」とあるのは、「変更の許可又は

届出の年月日及び第２号から第６号までに掲げる事項

のうち当該変更に係る事項」と読み替えるものとする。 

 

基 準 

 

（ 未 設 定 の 場 

 

合はその理由） 

 
未設定 
（開発変更許可の内容が個別に異なり、具体化すること
が困難なため） 



参 考 事 項 
 

設 定 等 年 月 日 平成  年 月  日設定（平成 年 月 日最終変更） 

標
準
処
理
期
間 

標準処理期間 

（ 未 設 定 の 場

合はその理由） 

２８日 

設 定 等 年 月 日 平成２７年４月１日設定（平成 年 月 日最終変更） 

 


